
経済論叢(京都大学)第 182巻第 3号， 2008年 9月

三ふ
日冊

一一国際的視点から一一

税課適
Eヨ
取

史矢口
同畑大

文

ミード報告等に見られるように，所得税-支出税論議においては，移民につ

いて多く議論されてきた九貯蓄への 2重課税がなされる所得税固から，貯蓄

べの課税が軽減される支出税国への移住が考えられる，あるいは，若年期に支

出税国に在籍し，老年期に所得税国に住む，等の主張がなされてきた。この移

民についての議論を踏まえ 本稿では ミード報告に見られるその後者の移民

がある場合の税制について，最適課税論の視点から分析を加えることにする。

序I 

コミュニティ形成等を通じた経済への影響力があることは移民には，労働力，

言うまでもない。

最適課税論で1は，基本的にはその 2つに焦点を当てて議論することになる O

最適課税論とは，所得分配の公平性と，経済効率性の両面において合理的な税

体系を追求する理論である。例えば，最適線形所得税論では，一定の税率，税

額控除が設定された上で，政府が一定の税収を確保するが，その際，社会的厚

生関数で示される社会的厚生を最大化することを目標とする。その社会的厚生

は，各人の効用を足し合わせる等して導出されるが，納税者個人の，消費と余

暇とからなる効用の最大化行動は その税制に影響を受ける。延納等は考慮さ

1) Pechman，]. A. ed. What Should Be Taxed:lncome or Expenditure? The Brookings Institu-

tion 1980， The Institute for Fiscal Studies The Structure and Reform of Direct Taxation， Report 

of a Committee Chaired by Professor ]. E. Meade， 1978， Allen & Unwin，他参照。



72 (358) 第 182巻第3号

れない。このように，最適課税論では，社会的厚生水準の最大化，とし、う視点

だけでなく，資源配分撹乱効果も考慮される。そうした公平性などの課税原則

については， A.スミスやJ.S.ミルや A.ワグナ一等も説いていることは有名

であるし，現在においてもよく議論される点であり，これと関連する議論は必

要である。

本稿の分析は次の点から考えても重要である。本稿では，所得税，資産税，

これら国税2税が個人に課される状況，支出税，資産税，これら国税 2税が個

人に課される状況，これらの対比を，国際的視点を加味しながら行なう。所得

税，資産税という個人への国税が税制構築上重要な役割を果たしていることは

容易に分かるであろうヘまた，そうした税の経済等の各方面への影響は無視

できないものであるの。それだけに，所得，消費，資産という課税ベースへの

課税の性質を考察することは重要であるヘ更に，本稿では，分析をより具体

的にするため，税額だけではなく，納税の際に費やす費用としての納税協力費

を加味することにするヘこの費用にも税額と同様の資源配分撹乱効果がある

と考えられる。

最適課税論では単一の税だけを考慮して分析されることは多いが，本稿での

考察はこの点でより現実的なものになっている。所得，消費，資産という課税

ベースへの税のd性質を，先述のように複数の税が課される状況下で考察するの

である。本稿では 支出税が施行された場合を考察するが これは，支出税に

は，実際に施行する際に生じる問題がなければ，行政的な効率性，あるいは経

済的な効率性において所得税よりも優れている 等の理由でその活かし方を考

える余地があるからである O 所得税の場合の分析と対比させる方が支出税の場

2) 牛嶋正『租税原理J有斐閣 2004年， 199ページ。他参照。

3) 拙稿「所得税と支出税:諸側面からの考察」東北経済学会『東北経済学会誌 2005J東北経済

学会， 2006年， 101-105ページ。拙稿「資産課税:諸側面からの考察Jr税制研究J51，税制経営

研究所， 2007年， 116-127ページ。他参照。

4) 均等犠牲説の視点からも，本稿のような分析は可能であろう。当該理論は J.S.ミルや F.Y. 

エッジワース等によって検討されてきた。自身も多少、彼らの学説を分析しているが，当該理論，

あるいは，彼らの学説の有用性をより詳細に分析するためにも，そうした分析は求められる。

5) 員塚啓明『財政学』東京大学出版会， 2003年， 218ページ。
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合の分析をより的確に捉えられる。更に，本稿ではこうした分析に国際的視点

を交える。現在，経済あるいは税制のグローバル化が進展していることを考え

れば，その視点を交えることは分析をより現実的なものにする上で重要であるヘ

なお，最適課税論の視点からの租税と移民との関連性分析は， J. A. 

Mirrlees， J. D. Wilson， J. N. Bhagwati， K. Hamada等によってなされている。

各者の主要分析の主題の概要は下記の通りであるに近年においても，多少の

分析はある。

① Bhagwatti・Hamadaモデル:J. A. Mirrleesの最適課税論を援用し，外

国で稼ぐ移民の厚生上の影響を分析したり，移民の所得に課税する役割を

評価したりするモデルである。

② J. A. Mirrleesの分析:①のモデルがより現実的になったモデルにおい

て， LDCsによる海外所得に関する最適課税が考察される。他。

③ J. D. Wilsonの分析:政府が歳入を得，再分配するために撹乱的な所得

税を使わねばならない際に，課税は如何に住居に依るべきか，という点が，

J. A. Mirrleesの最適所得税が援用されて分析される。また，移民あるい

は潜在的移民の最適所得税への影響等についても分析される。

このような分析の中では，全世界についての社会的厚生の視点が考慮された

り，海外所得と国内所得への課税が考察されたりしているO ミード報告に見ら

れる移民形態分析は見出せないと考えられる。

11 所得税国

まず，本稿での分析の枠組みを提示する。

6) 移転価格税制，外国税額控除，等についての議論がますます活発になってきている。世界規模
で考えれば，租税条約の締結の数は相当な数に上ると考えられる。

7) Bhagwati， J. N.， J. D. Wilson eds. Income Taxation and Inten叫 ionalMobili以 TheMIT 

Press， 1989， Wilson， J. D.“Optimal Income Taxation and International Personal Mobility，" The 

American Economic Review， 82.2， American Economic Association， 1992， pp. 191-196， Wilson， 
].D.“Optimal Linear Income Taxation in the Presence of Emigration，" Journal of Public &0-

nomics 18， North-Holland， 1982， pp. 363-379.等参照。
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-課税:個人に対し，労働所得と利子所得への所得税と，貯蓄への資産税が課

される。なお，当該国家においては源泉地主義が採られているとし，納税

協力費は老年期の利子課税額支払後に支弘われるものとする。

・個人(移民者を込める):個人の所得には給与所得と利子所得があるとする。

消費と余暇で効用を最大化する。効用関数は，厳密に準凹であり，連続で

2団連続微分可能であるとする。ただし，個人は若年期に労働による各所

得を得て消費行為と貯蓄行為とを行ない，老年期の期首に利子所得を得，

この分と貯蓄分とを全て消費するものとする。なお，本稿においては個人

の稼得能力が加味されるが 全期間を通じである個人の稼得能力は一定で

あるとする。

・移民:老年期の期首に全員が支出税固から流入するとする。この個人につい

ても，稼得，貯蓄，消費行為は前項目の内容が当てはまるとする。移民は，

若年期には，支出税国で支出税が課される。この場合，利子率は両国で同

ーであるとする。

・政府:所得税と利子所得税と資産税で所与の歳入を得る。非移民者と移民者

とで，課税上の扱いの差別はないとするヘ

・生産部門:規模に関する収穫不変

・期間:2期間(若年期，老年期)

・社会的厚生関数は ベンサム型社会的厚生関数であるとする 0

・所得の限界効用:2期間について同一であるとする。

・税率:限界税率，消費財価格:1 

次に，以下のように記号を定義する。

・労働所得税率 :t(Oくtく1) 利子所得税率 :r(Oくfく1) 資産税率 :ρ(0くρ

く1) 支出税率 :r(oくte) 所得税税額控除 :k

・移民者を除く人数 :h=l，~， H 賃金率(各人について同一) : w 労働量:

8) 日本では.2006年度時点で，所得範囲等について，居住者，非永住者，非居住者といった区分

を設けた上で差別化を行っている。
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l 所得:z 余暇 :L 消費:C 貯蓄 :S 税収 :R 市場利子率:i ス

ルツキ一方程式の代替項 :5納税協力費:Cm 稼得能力 :n 通常の意

味での所得の社会的限界効用:(〆(A) ネットの所得の社会的限界効用:r 

ラグランジュ乗数(所得の限界効用): A，ラグランジュ乗数 :μ(一単位

の税収の変化による社会的厚生の変化分)，貯蓄性向 :s*

これらの記号に下線がある場合は，各記号についての平均値が示される。

・効用関数:U=U(CTl1 CT2' L) 間接効用関数:v 社会的厚生関数:w=ゆ(Ul

'__UH) 

・期間:T=Tl， T2 流入(移民)人口 :1

では，以下において，本稿での所得税の場合の分析を行なう。まず，非移民

者の個人の効用関数であるが，これは次のようなものである。

Uh=Uh(C~l1 C~2' Lh) 
θuθu  
一一>0.一一>0δC -， aL 

当該個人の予算制約式は下記のようになるO

h_LJl-r)iSh-h J (1-t)nhwh[h+k-ρSh+ ，... _ '，/: ー C~1+ 1l-~モ+一一一
1 +i "'11' 1十i' 1 +i 

この場合，この個人の間接効用関数は以下のようになる。

Vh=Vh( (け向h，k，ω ， (l-r)i，占)

t， k， r，ρ， Cmに関する限界条件は，次のようになる。

'!t_-_..h...hlh ih av
h 
_ ih av

h 
_ _ iS

h 
ih av

h 
一一一=-nhwh[hAh一一一=え 一一一=一一一---:-A。t .• ~ • ..， ak ..， ar 1 + i'" ap 

=-shyJι=_~Ãh 
'δCm 1十z

移民者の効用関数は下記の通りである。

Uh=Uh(C~l1 C~2' Lh) 
δU ~ ~ au :.. >0.一一>0
ac --， aL 
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移民者の予算制約式は下記のようになる。

ddlE=cF1+d主で+teCil-k十戸Shー(1ーがSE+主笠
1十i --n  ---r- 1十i . 1 +i 

この場合，間接効用関数は下記の通りになる。

Vh=Vh(向 E，te，kJ，cm，」マ，(l-r)i) 
¥ i寸-t I 

当該分析に必要な限界条件は下記の通りである。

av
h 

__i主1-3EJι一一一Lih

θr 1 +iハ 'θご瓦 l+iハ

政府の税収は以下のように示される。

五
一
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1

3
一十
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ラグランジュ式は次のようになる。

L=ゆ(Vl""VH) +ゆ(Vl""VI) 

1 ~ 1_ L L.L ， _....L' riSh 1 7n ，.J・Sh ，...1 +μI i: ~tnhwh[h十ρSh十一一~}-Hk十 Z竺ー了-RILh:"llV

" ~ v '.t'~ ， (1 +i) J ぉ I 

すると，

では，以下において，所得税率，利子課税，資産税，税額控除，納税協力費

についての最適条件の解釈を行なう。なお，所得税，資産税，利子課税，税額

控除，納税協力費によって，関係者について，労働量，消費，効用水準が変化し，

資産税や利子課税では，これらに加え，貯蓄が変化するものとする。

aL _ "" H f A.' 1 _  ..h...h 7 h i h¥ _L ....h...h 7 h _L . .I-..h...hθ[h 1 一一=2:.{[=1 i似(-nhwh[hAh) +μnhwh[h+μtnhω U:.. ~ =0 at -"-L l T'" -- -- - •• ， • r--- -- - . r---- -- at J 、、，ノーi
/
t

、‘

aL ~U r ，，' ....L'L' ， . L L ath， ....L' • aSh， riaSh 1 
一一='2.f=1 i <Th( -Sh Ah) +μ初旬h一一+μSh+μF一一+μ ~= l T'" -..，. r------ ap . r-- • I'̂'.J:' ap . I'̂' 1 +i ap J 

{ ，~ ， .， I ..... L ， . aSh 
¥、

I J .....L 、 ゐ ゐ (1 +i) (iSh+ri一一ーJI 
aL ~ u 1" I iSh， L ¥， . L L alh， . aSh， ，_. -， ¥f/  I 
一一=江d <Þh( 一一~Àh)+μtnhwhv:十けー十μ 、 ~~ IT"¥ 1 +i' / θr . I'̂'.J:' ar . I'̂' (1 + t) 2 I 

( 2) 
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叫 =1i必(一元Ah)十μ (川~V ar I t = 

aL ー r，， ~L ， . L L a[h 1 
一一='2:.f{=1 iψ以h+μ初旬h~.7_ ~ _μH=O ak .......n=J.lδk J 

。L-"VH J.f_'( __l_ih¥_L....，_..h...hθ[h 1 
一一一='2:. f{= 1 i ゅは一一~Àh)+μtnhw 一一=-~aCm -"=J.l T"¥ 1十i'/ θCmJ 

aL ，"， 1 ，f ( 1 斗
一二ご='2:.五 1仇(一一ーでAh)=O
θCm -1I=l

T
"¥  1十i'/ 
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( 3 ) 

(4 ) 

( 5 ) 

( 6 ) 

まずは)式について考察する。ここでは，最適課税論において通常用いられ

る，次のようなネットの所得の社会的限界効用の概念を導入する。

品 ゐ 晶晶 azh
rh=ψ以11+μtnhwh一一

δk 

右辺の第一項目は，通常の意味での社会的限界効用で，その第二項目は，税額

控除(所得移転)ー単位の変化分による税収の変化を社会的効用でみたもので

ある。これら二つの効用を足し合わせたものと定義されるヘすると，(4)は，
azh 

r=μ となる。なお，一ーは，余暇が通常財であれば，負である。以上の分析
θk 

を援用するなら， (5)は，各人めネットの所得の社会的限界不効用の和が Oに

なる，ということを示しているニとになる。移民の場合の(6 )では，通常の意

味での所得の社会的限界不効用の和が 0になることが示されている。ラグラン

ジュ乗数は，税収が一単位減少したときの社会的限界効用を示している。

次に， (1)の解釈を行なう。この場合次のようなスルツキ一方程式が使用

されている。この場合，本稿での効用関数の形も考えると，代替項は正である。
δ[h 

また，本稿では，一一が正であるとするが，この点に問題はない。すると，
， at 

この場合は分母分子共に正である場合を考えればよい。

9) Diamondは，ネットの所得の社会的限界効用の概念を， Diamond， P. A.“A Many，Person 

Ramsey Tax Rule，" Journal 01 Public &onomics Vol. 4， 1975， North-Holland， p. 338.等で使用し

ている。
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δ[h ゐ，，;:， It J.y J.θ[h 
一一=-nhwhSt-n切血l舟一一δt .. .. ~， θk 

t=_l11こ1{必(nhωh[h).h)+ {Hcov(nz， r) -L.k乙1(nz，μ-rnz+rnz)} 
r L LI 一月[h¥ 1 L:!=d，μnhwh(ーがWhSt-nhWh[h一一H
l"--" .. ， θk / J 

労働から余暇への代替効果が強く作用すればする程，最適所得税率は高くなる。

また，共分散に示される，所得再分配についての社会的要請が高ければ高いほ

ど，最適所得税率は低くなる。なお，本稿での効用関数の形からするなら，所

得が大きければ大きいほど，これによる限界的効用は低くなり，この共分散は

負であることはすぐに分かる。この場合，ここで加味される，公平性と効率性

とのトレードオフ関係が見られる。

次に(2 )を解釈する。この場合には，所得不平等ではなく，資産格差を扱う

ことにするが，このことに問題はない。また，課税によって貯蓄額は一定額低

~ alh 

下する，所得税の場合と同様九一ーが正であると考える。
8t 

d[h .L fUn~..f(' ..¥_ "¥'H {('.._..('.L..('¥l_ "¥'H ..___!j_ dSh 
zιl<Th(Sh}.h)一号倒的hWh.一一+{Hcov(S， r)-LJ!;l(~μ-rS+rS)} -"L~1f1一一一一3lt ， ，~~VVV ，~， l' ~，，;.，~ 1':::" ，~" ~";w"l+i dP 

p---------'-'---- ー

r I • •.• ds宇お[h¥ 1 
"L~1 1.μ(nhwh[h v2 + sInhwhー:， H 

F"'¥ め dp/J 

θ[h I . 8sネ ¥ r. ， I 司士 ¥ 7hθ[h 
U;1J = ¥ -ρU;1Jh nhwh-s~nhwh) 5p +\-þすnhwh-s~nhwh) [h U;z It ¥.c (jt ... /'Y ¥..c at . ，. / 

まず，分母分子は共に負である O この場合，資産格差が大きければ，最適資

r; ，，' t..x. ) .2.. ，_ 8[h 
産税率は高くなる。ここで示される Spが大きくなり一ーが低下(上昇)する

8t 

と，最適資産税率は低下(上昇)する。この場合，公平性と効率性とのトレー

ドオフ関係は見出せない場合があるO

最後に(3 )を解釈する。

γ 

L.， ( iSh 1h ¥ _ ..~..h...h1l"__ .，，k dSh _ .. iSh 1.L ，，1 Ld iSh 1h ¥ (.. iSh ¥ 1 "L~d <Þhl ;~ :).h}_μtnhω一一一伸一一一μ--i+34似トー}.h}一(μ一一Hl '''¥ 1十i'/ 
r..... 

dr rr dr r 1十iJ
. 
-"-'l'''¥ 1十i'/ ¥r 1 +i /J 

. dSh 
，dSh 

"L~1 μヨ乙+"L[=1μ土互
I十i

. -"-'r 1十i
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3引[h_(  ム坐2 J川sI埼牢'nh i仰nhνf内*ぺ¥...h0 I ( 免aSI牢 i川SJ牢nh i:仰'nhνraおstれ¥...h7hlf_h 

一一(ト一寸p伴ぞ乎ι匂ηh一一一L 一一一」ι斗)ωwh句弘Sr州7汁汁+叶(卜一ナfindh一一一一一-一一一一一-一一-一一-ar ¥ r ar .. 1十i 1 +i ar r -/ . ¥ r ar .. 1 +i 1 +i ar r' a御z 

このスルツキ一方程式における全体の効果は これまでと同様正であるとす

る。また，ここでも資産格差を考えるO この場合も先に記したような共分散を

~ -l-"7 ..2._ u... " iSh 

考えるが，この場合，式を簡潔Lする十め，エμ一一一の項に注目することに
--~， ~t-" l+i 

する。この項を aとする。まず，分母分子共に負である。当該スルツキ一方
azh 

程式の Srが大きくなり一ーが上昇(低下)すると，最適利子税率は上昇(低
θf 

下)する。一方，資産格差が大きくなるほど， aは大きくなり，最適利子税率

は高くなる。この両場合においても，公平性と効率性とのトレードオフ関係が

見出せない場合がある。所得税国における移民の受け入れによって，最適税率

は変動することは容易に分かる。なお，所得税率と資産税率の場合は，移民受

け入れによる最適税率の変動はない。

計(イヤ)-計部
.as五

j7μ土亙
五=1r- l+i 

この点に注目すると，以下のことは明らかに分かる。分母分子共に負で，
θSh v;:: (負)が大きいほど，最適税率は低くなる。もちろん，移民者の資産格。f
差が大きくなるほど，最適利子税率は高くなる。また，そのとき，Aii (正)が

高いほど，最適税率は低くなる。

以上の考察における稼得能力 (nh
) だが，本稿においては，nhは効用関数

あるいは社会的厚生関数に含まれる概念であり，通常はこれが高いほど，個人

の効用あるいは社会的厚生は高くなる。また これは最適税率も変化させるが，

この場合の最適税率の変動の考察は多様であり，字数の都合上行わない。

111 支出税国

まず，所得税の場合と同様，分析の枠組みを提示する。

・課税:個人に対し 消費支出への支出税と 貯蓄への資産税が課される。な

お，納税協力費は老年期の支出税額支払後に支払われるものとする。
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-個人(移民者を込める):個人の所得には給与所得と利子所得があるとする。

消費と余暇で効用を最大化する。以下，所得税国の場合と同一である。

・移民:若年期の期末に全員が支出税国から流出するとする。この場合，利子

率は所得税国で同一であるとする。

・政府:支出税と資産税で所与の歳入を得る 0

・生産部門:規模に関する収穫不変

・期間:2期間(若年期，老年期)

・社会的厚生関数は ベンサム型社会的厚生関数であるとする 0

・所得の限界効用:2期間について同一であるとする。

・税率:限界税率，消費財価格:1 

次に，以下のように記号を定義する。

・資産税率 :ρ(0くρ<1) 支出税率:te(Oく の 支出税税額控除 :k

・移民者を除く人数:h=l，"'， H 賃金率(各人について同一):ω 労働

量:1所得:z 余暇 :L 消費:c貯蓄 :S税収 :R 市場利子率 .z 

スルツキ一方程式の代替項 :5納税協力費:Cm 稼得能力 :n 通常の

意味での所得の社会的限界効用:ザ(え) ネットの所得の社会的限界効

用:r ラグランジュ乗数(所得の限界効用):んラグランジュ乗数 :μ

(一単位の税収の変化による社会的厚生の変化分)，貯蓄性向 :s*

これらの記号に下線がある場合は，各記号についての平均値が示される。

・効用関数:U=U(CTl> CT2' L) 間接効用関数:v 社会的厚生関数:w=ψ(Ul 

"'UH) 

・期間:T=TI， T2 流入(移民)人口 :1

まず，非移民者の場合について，効用関数等を定義する。効用関数は下記の

ようになる。

U
h=uh(cil> ci2' Lh) 

θU ~ ~ 8u 
一一>0.一一>08c --， 8L 

当該個人の予算制約式は下記のようになる。
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J，、*..h...hlh _** ..h...h lh 
nhwh[h+ωh;t ，W. t rC"tnhwh[h-te ιh n w ι-ρs"tnhwh[h 

1十i --" ----- 1 + i 

企ゐ 1.71. I Ct*nhwh[h ，Cm 7 ~ kh 
=c'tnhwh[h+~ 十一一~-kh一一一一

“ l+i . 1十1、 l+i

間接効用関数は，次のようになる。

一((市上 is"tnh_ .，.e_*..h_ teC:~.h_ .h ~*..h ¥...h __ 1_ 1，/i 三割tt 十一一一一-t'"c7:n一一一-=-:-w-ρs7:nsJws， ~， kß， ..，-;--. ] ¥γ ・ l+i --".- 1十i- r~ß'- rv ， 1 +i' 'v ， 1 +i / 

ここで，支出税，資産税，税額控除，納税協力費の限界条件を以下のように

定める。

/企ゐ，，"yJ. I Ct*nhwh[h ¥ ~~δu 企ゐ忌~ ~ ~ 
一一=-Ic'tnhw吋血+~ß _IV. "': -lilh.一一=-s'tnhwh[血ilh.一一一-ate ，“ 1 +i r" ap ~".- _v -•• ，δCm 

1 叫 δV I~ ， 1 \~~ 
=一一一一〓.一一一=11+一一一lil血

l+i' ，θkh ，_. 1 +i / 

移民者の場合，効用関数，間接効用関数，予算制約式については，所得税国

の場合と同様である。

政府の税収は以下のようになる。

/ -**..h...hlh ¥ 
R= L:f=I( tec"tnhwh[h十te...!::..l!.....ケι 十ρs"tnhwh[h)，--" -----. - 1 + i . r -" -- -- - / 

/ 1，h ¥ 

十L:i=l(teciniiwii[ii) -(kh+一一)HーがIn'-_V -， ，.-. l+i/ 

では，以下においてラグランジュ式について考察する。

L=ψ(Vl""VH) +ψ(Vl"" VI) 

(/  J.e _** ..h...h 1h ¥ 
+μiL:ιI( rC"tnhwh[h十~ '-'h n ケι+ρs"tnhwh[h)l-"-.'--".----. 1十i .r-"-----/ 

+ L:i=l (tec~nïiwïi[ïi) ー (kh+ι)H-kïiI-R}

以下において，支出税率，資産税率，支出税税額控除，納税協力費について

の最適条件の解釈を行なう。なお，支出税率，資産税率，税額控除，納税協力

費，これらによって，効用水準や労働量が変化するものとする。
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。L
θte 
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エ五1似(-(cÎnhwhth十 c:*nhwht~)Ah) +エ五1μcInhwhth
¥ ¥ -".. .... 1十i r" / 

h azh μct勺~hwhlh r ".， / azh ¥ ldect*nhwh 
十三五 1μrcInhw一一十'L.f!=1 μh ~+ 'L.f!=1 ( ':..~n Iμ  h 

n=~ t-'"~ v n'~ vv ate . .......n=~ 1 +i . .......n=~ ¥θte 1 1十i

/δr_ ¥ ...s. ~*..h...h ..L ，，1 +エ乙1\θ~e )μρs，，-nω + 'L. ~=1併(一 (c~nhwh1 h) A h) 

1 .../-eA..h...h azli + 'L.!=1μcinhwhth+ 'L. ~=1 μtecînhw 一一=0

。L
ap 

δte 

hθth 

立1φ~(-sÎ向付)十江〆cÎnhw 万戸

/θth ¥μted*ηhWh hδth 
+ 'L.f!=1 (一一)μ h 十'L.~こ1μρsÎnhw 一一

¥ ap / 1十i

十'L.f[=1μsInhwhth=O

表=立1ψ~((1十 1 ~JÀh) 

十也叫叫2江払ιι1(いμ附e匂叫cI仇?

一(1+古)μH=O

。'1_-，，1 ".~ ')h..L ，，1 f. ../-e~~..h...d δt h ¥ ¥ 一て='L.Llψ~Àh十三五=dμtecÄnhwh ( ~:.，. ))-μ1=0 
akh ¥" ¥ akh / / 

。IL ".， ，，/ 1 ，~\ 
一一一=エι1併(ーでーオh)aCm -"~LT"\ 1 +i" / 

( 7) 

( 8) 

( 9.) 

(10) 

+立1(μtednhwh ~~ι+μtect*n
hdμι}十~fJstnhwh( _~ι日

n ム γ 一 δCm' 1十i ¥ aCm / げ日 ¥ aCm/ / 

=0 (11) 
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まず，納税協力費の最適条件(11)について解釈する。これが，非移住民各人

のネットの所得の社会的限界不効用の和が 0になることを示していることは容

易に分かる。同様に，移民者や非移民者の税額控除の最適条件(9)(10)につい

(369) 最 適課 税論

ては，各人のネットの所得の社会的限界効用の和を各構成人員数で割った数

(その平均値)がラグランジュ乗数μに等しい，と解釈できる。

次に，資産税率の最適税率(8)の解釈を行なう。

fI ..Ie本 hWh笠-立/笠}盟世おも似(s~nhwhlhÀh)-'Ll!'l/1tecinhwh ";J， -'Ll!'d ";J， ) "，. ~~: W +Hcov(S， r)-'Ll=l (Shrh_~rh+~) aP ~=l ¥ ap } 1 +i 

'Lll /1s~nhwh ~.h ~1 /1s7;n"w ー

。lh 企 L Lス 企島 L，L alh 
一二一一=-s J，~n"w"δ合一 S J，"WW'T・-一一-
ot .. r"  dzh 

ρ 

。lh
らは正である。五は正であるとするo 労働から余暇への代替効果が強け

れば強いほど，最適資産税率は高まる。また，資産格差是正の要望が強ければ

強いほど，最適資産税率は低下する。この場合，所得税国の場合と異なり，公

平性と効率性とのトレードオフ関係が見られる。

次に，支出税率の最適条件(7)について解釈する。

r 

L~lØh((cînhwIH立也ijhj+zi-14ibidwil川-L~lPcî川一ztiltftMlL-21AiJ3idwk-ZLlddwV¥ r'" .". lti r I . ~'-lr'r'" .. ， .. I ~'"l，.v ，"'" ~.-.，. lti ~'-1"\ ale I 
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この場合，支出税の場合のスルツキ一方程式は，移民者と非移民者の場合に

ついて考察する必要がある。
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a[h θ[" 
この場合も 一一一一共に正であるとする。すると 分母分子共に正で

θte δte 

あるとき，両者の式で示される代替効果が強ければ強いほど，最適支出税率は

高くなる。 Ste が高ければ高いほど最適税率は高くなる。

では，次に，公平性について考察する。この場合についても，非移民者と移

民者の場合について検討する必要がある。また，この場合も，当然，分母分子

共に正である。なお 当該考察において 以下の仮定を置いておく。

~** d'+土 _h_

" ' 1十i'
cf:定数

すると，所得に注目して共分散(負)を考えると，これが，移民者と非移民

者の場合について上昇すると，最適支出税率は低下する。ここにおいては，移

民者についての，本稿で加味する共分散が大きければ大きいほど，最適税率は

低くなる。

以上のことからすると，本稿においては，効率性と公平性とのトレードオフ

関係が見られることになる。

IV 所得税国と支出税固との対比

以上の 2章において，所得税国と支出税固との税制に関する分析を行った。

この分析について考察を加えておく。

1 税 率

利子所得税を無視すると，移民によって税率が撹乱されない点では，所得税

国が望ましい。実際に移民がどの程度生じるのか，事前に明確にできない場合

が多い。これが明確であっても，移民によって，税率決定が困難になるO ただ，

利子所得税率は移民によって変化し 本稿の分析ではトレードオフ関係が所得

税の場合と逆になる場合がある。効率性や公平性に配慮して課税する場合，個

別所得税である当該税の課税は困難である。

また，本稿での考察から，効率性と公平性とのトレードオフ関係が，所得税
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と支出税の場合で同じになることが分かつた。両方の線が一致するとする。税

収額が所得税と支出税で同一であれば，税率は支出税の方が高くなる。支出税

国では人口流出のため，より税率が高くなる可能性があるO こうした場合，所

得税と支出税とを選択する際には，公平性と効率性とのどちらを優先するのか，

ということが一つの基準になる。

更に，所得税国の資産税と利子所得税の場合において公平性と効率性とのト

レードオフ関係が見られない場合があることも分かつた。すると，本稿の立場

からするなら，所得税国において資産税や利子所得税を活用すべきである，と

いうことになる。この点において，支出税国よりも所得税国は優れている。税

制上の補完関係に注目すると，所得税国については最適課税の視点からしても

資産税は所得税の補完税の役割を果たしていることが明瞭に分かる。

最適税率については他にも言及できる。資産分布と所得分布とが同様の形状

をとり，各税の最適条件において最適税率が含まれる項も変動するとすれば，

公平性について次のことにも言及できる。所得税国においては，資産税率にお

いて所得税率と利子所得税率を考慮し，利子所得税率において所得税率と資産

税率とを考慮することになる。本稿の場合，資産税率まではある程度明瞭に分

析できる。共分散の絶対値が大きくなれば，最適所得税率は低下するが，これ

は最適資産税率の税率低下への緩和効果を持つ。支出税国においては支出税率

において資産税率を加味し，資産税率において支出税率を考慮することになる。

この場合は，共分散の絶対値が大きくなる場合の税率変化について明瞭でない。

2 投資

投資について少し言及しておく。所得税国と支出税固との対比においては，

所得税国から，貯蓄への二重課税がかからない支出税国への投資が増える傾向

がある，ということが述べられる。本稿では，移民によって変化する利子所得

税率が， トレードオフ関係を成す両線の交点に定められている，また，支出税

国での収益性は変化しないとすると 以下のことが主張できる。移民によって
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当該利子税率が上昇することが考えられると，ますますその投資は増加し，移

民によってその利子税率が低下することが考えられると，支出税国への投資傾

向は抑制される。こうしたことは，稼得能力変数と関連させて議論ができる。

教育水準は IT化等によって変化する1め。こうした教育水準等は，当該変数の

変動を許せば，本稿における稼得能力変数に変化を与える。稼得能力変数は，

各税率を変動させる要因の一つである。利子所得税率変動で支出税国への投資

が増えれば，この部分では移民の稼得能力変数については明瞭でないが，所得

税国の稼得能力変数は低下し 支出税国の当該変数は上昇する。こうした変動

による最適税率変動は本稿の範囲では明瞭ではないが，両国の税額控除や納税

協力費の最適条件解釈が変わることは容易に分かる。

本項目の詳細な分析は今後の課題とする。

V 結 三五
回ロ

本稿では，所得税一一利子所得税も考慮一一ーと資産税の場合，支出税と資産

税の場合，これらの場合における，移民と租税との関連性について最適課税論

の視点から考察した。日本における政府税制調査会の租税論議においては，移

民と租税との関連性分析はあまりないというのが現状である。移民が経済社会

に与える影響が大きいことを当然のことと考えるのであれば，そうした分析は

より深くなされるべきである。本稿での議論が一つの参考になればと考えるO

また，本稿執筆時点においても消費課税への潮流があり，消費課税の一形態と

しての支出税に関する本稿での分析も税制論議において一つの参考になるので

はなかろうか。年金と支出税との関連性についても一定の考察がなされてきた

10) Nerlove， M.， Assaf Razin and Efraim Sadka， Robert K. von Weizsacker“Comprehensive In-

come Taxation， Inves出 lentsin Human and Physical Capital， and Productivity，" Journal of Pub-

lic Economics 50， North-Holland， 1993， pp. 397-406. Caucutt， E. M.， Selahattin Imrohoroglu， 
Krishna B. Kumar“Does the Progressivity of Income Taxes Matter for Human Capital and 

Growth ?，" Journal of Public &onomic Theoヴ 8(1)，Blackwell， 2006， pp. 95-118.， Haruyama， T. 
and Jun-ichi Itaya“Do Distortionary Taxes Always Harm Growth ?" Journal of &onomics 87.2， 

Springer-Verlag， 2006等において，人的資本，税制，経済成長等の関連性について議論される。
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し，また， USAタックス， Xタックス， FLATタックスに見られるように，

支出税の活かし方の議論もある。

(2009年 1月14日受付， 2009年 3月12日受理編集委員会)


